
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人　労働政策研究・研修機構（法人番号9011605001191)の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  令和4年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和4年度における改定内容

　当法人の役員報酬は、独立行政法人通則法に基づき、国家公務員の給与等を考慮して、平成
15年10月の独立行政法人設立時、月額で理事長1,033千円、理事854千円、監事773千円に設定
したが、平成16年4月１日に△10%の独自の削減を実施した。その他は、人事院勧告に準拠して、
給与水準の改定を行っている。令和4年度の役員の年間報酬は、理事長17,602千円、理事14,835
千円（平均）、常勤監事13,237千円、非常勤監事2,886千円である。

  なお、同じ独立行政法人として政策研究を実施している経済産業研究所（本部：東京都千代田
区）の役員報酬は、令和3年度公表資料によれば、理事長は、21,274千円、理事及び監事は比較
可能な該当者がなく、非常勤監事は2,426千円（平均）である。

役員報酬支給基準は、本俸、特別調整手当及び期末・勤勉手当から構成されている。当法人「役員報酬

規程」に基づき本俸918千円、特別調整手当146千円を支給。

期末手当は、当法人「役員報酬規程」に基づき、期末手当基礎額｛（本俸＋特別調整手当)＋（本俸

×25/100)＋（本俸＋特別調整手当）20/100｝に、6月に支給する場合においては62.5/100、12月に支給す

る場合においては62.5/100を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じ

た割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当は、上記基礎額に、6月においては100.0/100を、12月においては105.0/100を乗じ、さらに基準

日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

令和4年度においては役員退職金についての支給基準の改定は行っていない。

役員報酬への業績反映は、勤勉手当を、基準日以前における当法人の業務実績及びその者の職
務実績等並びに基準日以前6月以内の期間における勤務の状況に応じて支給している。

当法人「役員報酬規程」に基づき手当240千円を支給。期末・勤勉手当は、支給しない。

当法人「役員報酬規程」に基づき本俸759千円、特別調整手当121千円を支給。期末手
当、勤勉手当の基礎額、支給月数、在職期間に応じた割合は、理事長に同じ。

当法人「役員報酬規程」に基づき本俸687千円、特別調整手当109千円を支給。期末手
当、勤勉手当の基礎額、支給月数、在職期間に応じた割合は、理事長に同じ。



２　役員の報酬等の支給状況
令和4年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,602 11,016 4,823
1,762

0
（特別調整手当）
（通勤手当） 令和5年3月31日

千円 千円 千円 千円

15,032 9,108 3,988
1,457

479
（特別調整手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

14,638 9,108 3,988
1,457

85
（特別調整手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

4,248 2,061 1,720
329
137

（特別調整手当）
（通勤手当） 令和4年6月30日

千円 千円 千円 千円

8,988 6,183 1,511
989
304

（特別調整手当）
（通勤手当） 令和4年7月1日

千円 千円 千円 千円

721 721 0 0 令和4年6月30日

千円 千円 千円 千円

2,164 2,164 0 0 令和4年7月1日

注３：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付しています。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

法人の長

A理事

A監事

B理事

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

注1：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しません。

Ａ監事
（非常勤）

B監事

Ｂ監事
（非常勤）

注２：「特別調整手当」とは、民間における賃金、物価及び生計が特に高い地域に在勤する役員に支給されて
　　　いるものです。

当法人の使命は、内外の労働問題や労働政策について、総合的な調査研究等を行うとともに、その成

果を活用した行政職員等に対する研修を実施することにより、労働政策の立案や労働政策の効果的かつ効

率的な推進に寄与し、労働者福祉の増進と経済の発展に資することである。

当法人の理事長は、法人全体の業務を総括するとともに、研究員をはじめとした職員の人心を掌握し、調

査研究の質量をさらに高めていくための強力なリーダーシップに加え、関係する有識者が持つ課題認識の

把握及び労働問題に関する高度かつ学際的な専門性が求められる。

こうした職務内容の特性を満たす人材を登用するためには、以下の法人の長と同程度の待遇をする必要

がある。

①社会科学系の研究事業を行う独立行政法人

経済産業研究所

②労働問題を幅広く総合的に研究している国立大学法人

東京大学、一橋大学

③厚生労働省所管の独法のうち、職員規模が比較的近い法人

医薬基盤・健康・栄養研究所

当法人の理事長の報酬(17,602千円）は、前述の法人の長の平均報酬（20,840千円）を下回っており、その

報酬水準は妥当なものと考える。

また、当法人の令和3年度業務実績評価結果については、8項目中、A評価が2項目、B評価が6項目であ

り、この点を踏まえても、報酬水準は妥当と考えられる。



　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

当法人の理事は、理事長を補佐して法人の業務を統括し、職員の人心を掌握するとともに、調査研究

の質量をさらに高めていくためのリーダーシップに加え、高度な課題解決能力及び労働問題に関する高

度かつ学際的な専門性が求められる。

こうした職務内容の特性を満たす人材を登用するためには、上述の法人の理事と同程度の待遇をする

必要がある。当法人の理事の平均報酬（14,835千円）は、上記法人の理事の平均報酬（15,378千円）を下

回っており、その報酬水準は妥当と考える。

また、当法人の令和3年度業務実績評価結果については、8項目中、A評価が2項目、B評価が6項目で

あり、この点を踏まえても、報酬水準は妥当と考えられる。

当法人の監事には、当該法人の業務及び監事を除く役員の職務の執行を監査するため、当該法人の業

務内容に関する幅広い知識及び業務監査、会計監査、内部統制システムに関する高度な専門性が求めら

れる。

こうした職務内容の特性を満たす人材を登用するためには、上述の法人の監事と同程度の待遇をする必

要がある。当法人の監事の報酬（13,237千円）は、上記法人の中で唯一該当があった東京大学の監事の平

均報酬（14,354千円）を下回っており、その報酬水準は妥当と考える。

また、当法人の令和3年度業務実績評価結果については、8項目中、A評価が2項目、B評価が6項目であり、

この点を踏まえても、報酬水準は妥当と考えられる。

当該役員の報酬は、類似の事業（社会学系の研究）を実施する他法人と比較すると妥当な水準である

と考える。また、役員の職務内容の特性や令和３年度業務実績評価結果を鑑みても妥当な報酬水準であ

ると考える。

当法人の監事には、当該法人の業務及び監事を除く役員の職務の執行を監査するため、当該法人の

業務内容に関する幅広い知識及び業務監査、会計監査、内部統制システムに関する高度な専門性が求

められる。

こうした職務内容の特性を満たす人材を登用するためには、上述の４法人の監事（非常勤）と同程度の

待遇をする必要がある。当法人の監事（非常勤）の報酬（2,886千円）は、同種の研究事業を行う独立行政

法人である経済産業研究所の監事（非常勤）の平均報酬（2,426千円）を上回っているが、非常勤監事は

法人により就業実態の違いがあると思われ、高度な専門知識が求められる業務上の特性を踏まえると、報

酬水準は概ね妥当であると考えられる。



４　役員の退職手当の支給状況（令和4年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

5,769 5 0 R5.3.31 1.0

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

7,547 8 9 R4.6.30 1.0

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付しています。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ａ監事
（非常勤）

該当者なし

判断理由

「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて（平成27年5月25日総務大臣決定）」に基づき、在職期間中の年度

評価における担当業務の評定により算定し、厚生労働大臣が決定している。Ａ監事

法人の長

Ａ監事
（非常勤）

A理事

法人での在職期間

A監事

法人の長

B監事
（非常勤）

該当者なし

B監事
（非常勤）

B理事
該当者なし

Ｂ監事
該当者なし

該当者なし

B理事

Ｂ監事

「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて（平成27年5月25日総務大臣決定）」に基づき、在職期間中の年度

評価における担当業務の評定により算定し、厚生労働大臣が決定している。

A理事

２０歳 ５６歳２８歳 ６０歳…………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）２人 ５人 １１人 ９人 (人)

業績給は未導入であり、今後の導入については他法人の動向を参考に検討することと
したい。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和4年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
       （業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

職員給与の支給基準は、独立行政法人通則法に基づき、国家公務員及び民間企
業の従業員の給与水準を考慮して決定することとしている。特に、民間の給与実態調
査に基づく人事院勧告を反映した国家公務員の給与水準との均衡を図ることが重要
と考え、令和4年度の給与改定に当たっては、当該勧告を参考に、月例給、勤勉手当
支給月数の必要な見直しを行った。

目標管理型の人事評価制度（業績評価及び能力評価）に基づき、職員の目標達
成結果を評価し、賞与（勤勉手当）や昇格に反映させている。

勤勉手当は、基準日以前における直近の人事評価の結果に応じて、支給率を変
更している。昇格は、業績や能力、その他の項目を総合的に判断して決定している。

当法人職員給与規程に基づき、基本給（本俸及び扶養手当）及び諸手当（特別都
市手当、住居手当、通勤手当、職務手当、時間外勤務手当、休日手当、宿日直手
当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当）を支給している。

期末手当については、期末手当基礎額｛（基本給×特別都市手当）＋加算｝に職
員・課長相当職にあっては、6月は120.0/100、12月は120.0/100、部長相当職にあっ
ては、6月は100.0/100、12月は100.0/100を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期
間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額｛（本俸×特別都市手当）＋加算｝に、職
員・課長相当職にあっては、6月は95.0/100、12月は105.0/100、部長相当職にあっ
ては、6月は115.0/100、12月は125.0/100を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期
間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

66 50.0 9,475 6,824 147 2,651
人 歳 千円 千円 千円 千円

44 50.3 9,327 6,697 156 2,631
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 49.5 9,770 7,079 127 2,691

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 62.7 6,646 5,304 170 1,342
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 62.7 6,646 5,304 170 1,342
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

14 52.5 3,676 3,039 128 637
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 52.5 3,676 3,039 128 637
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

常勤職員

平均年齢 うち賞与人員 うち所定内
令和4年度の年間給与額（平均）

総額
区分

注４：任期付職員、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種及び在外職員について
は、該当者がいないため表を省略しました。

非常勤職員

事務・技術

研究職種

注３：非常勤職員のうち、研究職種については、該当者が2人以下のため、当該職員に関する情報が特
定される恐れがあることから、区分以外は記載していません。

注２：再任用職員のうち、研究職種については、該当者が2人以下のため、当該職員に関する情報が特
定される恐れがあることから、区分以外は記載していません。

研究職種

再任用職員

事務・技術

事務・技術

研究職種

注１：常勤職員のうち、事務・技術の一部については、当該職員に関する情報が特定される恐れがあるこ
とから、記載せず、常勤職員全体の数値からも除外しています。



②－２　年齢別年間給与の分布状況（研究職員）

注１：20-23歳、36-39歳は該当者が存在しません。

②－１　年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）
　〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注３：該当者が４人以下の年齢階層については、第１四分位及び第３四分位は記載していません。

注２：32-35歳、36-39歳、40-43歳は該当者が２人以下であるため、当該個人に関する
　　　情報が特定される恐れがあることから人数以外は記載していません。

注３：24-27歳は該当者が4人以下であるため、第１四分位及び第３四分位は記載していません。

注２：28-31歳、32-35歳、40-43歳、44-47歳は該当者が2人以下であるため、当該個人に関する
      情報が特定される恐れがあることから、人数以外は記載していません。

注４：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況です。以下、④まで同じ。

注１：20-23歳、24-27歳、28-31歳については、該当者が存在しません。
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第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（研究職員）

千

人
千円



（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

8 55.9 11,450

11 52.6 10,261

20 52.7 8,812

1 - -

5 26.9 4,562

注１：当法人は本部とそれ以外の区分のない組織です。

（研究職員）

平均
人 歳 千円

1 - -

6 55.8 10,941

7 49.2 10,010

7 44.5 7,999

1 - -

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

52.6 50.5 51.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.4 49.5 48.5

％ ％ ％

         最高～最低 54.0～42.0 54.8～41.8 53.8～42.4
％ ％ ％

54.9 53.0 53.9
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.1 47.0 46.1

％ ％ ％

         最高～最低 47.6～40.1 48.6～40.2 47.7～40.2

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

50.1 48.2 49.1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 49.9 51.8 50.9

％ ％ ％

         最高～最低 52.8～43.4 54.8～45.7 53.8～46.1
％ ％

56.6 54.0 55.2
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.4 46.0 44.8

％ ％ ％

         最高～最低 46.4～34.2 50.0～34.4 47.9～34.3

一律支給分（期末相当）

区分

10,686～9,607

-

千円

12,958～9,779

係員

注１：所長、研究員は該当者が2人以下であるため、当該個人に関する情報が特定される
      恐れがあることから、人員以外は記載していません。

③－１　職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

③－２　職位別年間給与の分布状況（研究職員）

平均年齢

区分

管理
職員

9,273～7,824課長補佐

注２：研究部長、研究課長、主任研究員は、それぞれ当法人の統括研究員、主任研究員、
　　　主任研究員補佐に相当する職位です。

5,029～4,096

研究員

④－１　賞与（令和4年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

④－２　賞与（令和4年度）における査定部分の比率（研究職員）

一律支給分（期末相当）

部長

11,827～9,920

研究課長

研究部長

係長

人員
年間給与額

一般
職員

10,646～9,691

人員

分布状況を示すグループ

最高～最低

一律支給分（期末相当）

-

所長

-

主任研究員

千円

課長

平均年齢
年間給与額

分布状況を示すグループ

最高～最低

注２：係長については、該当者が2人以下であるため、当該個人に関する情報が特定される恐れが
 　 　あることから、人員以外は記載していません。

8,716～6,614

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一般
職員

９人



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 120.6

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 106.8

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 115.5

・年齢・地域・学歴勘案　　　　 102.3

内容

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合  97％】
（国からの財政支出額2,128,822千円、支出予算の総額2,194,164千円
　：令和4年度予算）
【累積欠損額　　0円（令和3年度決算）】
【管理職の割合39.3％（常勤職員数61名中24名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　93.4％（常勤職員61名中57名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　38.6%】
　（支出総額2,577,867千円：令和3年度決算、給与・報酬等支給総額995,618千円）

（主務大臣の検証結果）
　地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であることから国民の皆
様に納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しについて十分検討してい
ただきたい。

　

講ずる措置

項目

対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

令和4年度における数値が国家公務員の水準を上回っている主な理由は、
当法人の主たる事務所が東京都練馬区にあること、国家公務員と比較して職
員に占める大学卒業者の割合が高いこと、法人規模が小さいため国からの人
事交流がポイントに影響を与えることなどによるものと考えられる。

当法人の使命は、内外の労働問題や労働政策について、総合的な調査研
究等を行うとともに、その成果を活用した行政職員等に対する研修を実施する
ことにより、労働政策の立案や労働政策の効果的かつ効率的な推進に寄与し、
労働者福祉の増進と経済の発展に資することである。

令和3年度決算における支出総額2,577,867千円のうち、給与・報酬等支給
総額は995,618千円（支出総額に占める割合38.6％）である。

事務・技術職における管理職の割合は39.3％と、国家公務員の俸給の特別
調整額対象者の割合（18.0％、「令和4年国家公務員給与等実態調査報告
書」第12表適用俸給表別、俸給の特別調整額支給区分別人員）を上回ってい
るが、これは、平成15年10月の設立以来、継続して組織の合理化・業務の効
率化に努め、新規採用を抑制していることが主な理由である。

大卒以上の高学歴者の割合（93.4％）は、国家公務員（61.7％、「令和4年国
家公務員給与等実態調査報告書」第3表適用俸給表別 級別（最終学歴別）
人員）より高くなっている。

当法人の事務・技術職員の対国家公務員指数が120.6と高い理由は、①主
たる事務所が東京都練馬区であること、②事務・技術職員の93.4％が大卒以上
（国家公務員行政職俸給表(一)職員は61.7％（「令和4年国家公務員給与等実
態調査」）であることによるものであり、こうした地域差及び学歴差を調整した後
の指数は102.3と国家公務員の指数とほぼ均衡している。

令和4年度の給与水準は地域・学歴を勘案しても、なお国家公務員より高
い水準であることから、今後も、国家公務員の給与水準を十分考慮し、年齢・
地域・学歴勘案で国家公務員と同程度の給与水準となるよう努めていく。



研究職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 99.3

・年齢・地域勘案　　　　　　　 97.2

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 99.1

・年齢・地域・学歴勘案　　　　 97.1

項目 内容

講ずる措置

（主務大臣の検証結果）
　国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合97％】
（国からの財政支出額2,128,822千円、支出予算の総額2,194,164千円
　：令和4年度予算）
【累積欠損額　　0円（令和3年度決算）】
【管理職の割合　31.4％（常勤職員数35名中11名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　100.0％（常勤職員35名中35名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　38.6%】
　（支出総額2,577,867千円：令和3年度決算、
   給与・報酬等支給総額995,618千円）

対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

 該当なし

令和4年度における数値は、いずれも国家公務員の水準を下回っている。
当法人の使命は、内外の労働問題や労働政策について、総合的な調査研

究等を行うとともに、その成果を活用した行政職員等に対する研修を実施す
ることにより、労働政策の立案や労働政策の効果的かつ効率的な推進に寄
与し、労働者福祉の増進と経済の発展に資することである。

令和3年度決算における支出総額2,577,867千円のうち、給与・報酬等支給

総額は995,618千円（支出総額に占める割合38.6％）である。

研究職における管理職の割合は31.4％と、国の俸給の特別調整額対象者

割合（18.0％、「令和4年国家公務員給与等実態調査報告書」第12表適用俸

給表別、俸給の特別調整額支給区分別人員）より高くなっている。これは、平

成15年10月の設立以来、継続して組織の合理化・業務の効率化に努め、新

規職員の採用を抑制していることが主な理由である。

大卒以上の高学歴者の割合（100.0％）は、国家公務員（98.8％「令和4年国

家公務員給与等実態調査報告書」第2表適用俸給表別、性別、最終学歴別

人員）より高くなっているが、地域・学歴勘案の指数は97.1と国家公務員の指

数を下回っている。

令和4年度の給与水準は国家公務員の指数を下回っている。今後も、国家公

務員の給与水準を十分考慮し、国家公務員と同程度の給与水準となるよう努

めていく。



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

1,038,532

185,259

107,247

995,618

27,64749,697

1,477,731
最広義人件費

区　　分

196,801187,584

202,851

983,370

37,058

注１：千円未満を端数を処理しているため、合計とは端数において合致しないものがあります。

1,013,048

　
　給与、報酬等支給総額は、前年度に比べて0.8%（11,370千円）減少したが、これは退職者や出向者の
不補充等による年間平均給与支給人数の減少等による。

注２：本表と附属明細書（「役員及び職員の給与明細」）の数字が異なっているのは、附属明細書（「役員及び
　　　職員の給与明細」）に法定福利費を含んで計上しているためです。

給与、報酬等支給総額

238,274

退職手当支給額
57,380

1,013,753

非常勤役職員等給与

200,103

1,458,116

204,242
福利厚生費

259,625

172,968

1,453,022

201,839

1,519,642 1,464,392

（扶養親族がいない場合）
○22歳（大卒初任給）

月額 199,100円 年間給与 3,261,612円
○35歳（本部課長補佐）

月額 401,598円 年間給与 6,613,636円
○50歳（本部課長）

月額 586,857円 年間給与 10,000,958円
※扶養親族がいる場合は、扶養手当（配偶者6,500円、子1人につき10,000円)を支

目標管理型の人事評価制度に基づき、職員の業績を評価し、賞与（勤勉手当）や
昇格に反映させている。


